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重信川直轄河川改修事業

事業再評価（案）

国土交通省四国地方整備局

令和 7年 9月
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②新規事業採択時評価
・新規事業の採択時において、費用対効果分析を含めた事業評価を行う。

③再評価
・事業採択後一定期間（直轄事業等は3年間、補助事業等は5年間）が経過した時点で未着工の事業、事業採択後長期間（5年間）
が経過した時点で継続中の事業、社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により実施の必要が生じた事業等において再評価を
行う。必要に応じて見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止する。

④完了後の事後評価
・事業完了後に、事業の効果、環境への影響等の確認を行う。必要に応じて適切な改善措置を行う他、同種事業の計画・調査の

あり方等の検討に活用する。

➢ 公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、各段階において事業評価を実施するもの。

（新規事業採択）（着工） （完了）（計画段階）

（３年未着工） （再評価実施後５年毎） （完了後５年以内）

（５年継続）

計画段階評価
新規事業
採択時評価

再 評 価
完了後の
事後評価

①計画段階評価
・地域の課題や達成すべき目標、地域の意見等を踏まえ、複数案の比較・評価を実施。
・事業の必要性及び事業内容の妥当性を検証。

事業評価の仕組み

R07時点
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再評価の視点と実施体制

再評価の視点
① 事業の必要性等に関する視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化
２）事業の投資効果
３）事業の進捗状況

② 事業の進捗の見込みの視点
③ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

四国地方整備局事業評価監視委員会
・大学教授、経済界、法曹界等で構成
・事業評価監視委員会による意見具申
・審議の公開等により透明性を確保
・事業評価監視委員会の意見の尊重

対応方針（原案）
・「継続」又は「中止」等
・評価結果、対応方針の決定理由等を公表

重信川流域学識者会議
◆ 河川整備計画策定後の計画内容の点検等のために学識経

験者等から構成される委員会等が設置されている場合は、
事業評価監視委員会に代えて当該委員会で審議を行うも
のとされており、重信川流域学識者会議にて審議を実施。

一般的な公共事業 今回の場合

以下の条件に合致する場合は省略可能
① 費用対効果分析の要因に変化が見られない場合
② 費用対効果分析を実施することが効率的でないと

判断できる場合

➢ 再評価の視点と実施体制は以下の通り。

審議結果の報告

➢令和7年度の再評価は、費用対効果分析を実施



 
凡  例 

  流域界 

   市町村界 

   既設ダム 

湯渡

出合

位置図

重信川流域

重信川流域の概要

・流域面積（集水面積）： 445km2      

・幹川流路延長 ： 36km（うち国管理区間26.2km）
・流域内市町村 ： 松山市、東温市、砥部町、松前町、伊予市
・流域内人口 ： 約24万人（平成26年河川現況調査）
・想定氾濫区域内人口 ： 約34万人（平成26年河川現況調査）

過去の主な浸水被害（重信川流域）
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注1)被害状況は水害統計による(ただし、昭和18年及び昭和20年は、河川総覧各論
重信川水系 昭和31年10月 建設省 中国四国地方建設局 平成16年、平成22年は愛
媛県調べ)

重信川流域図
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重
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石
手
川

A～A′断面

重信川国管理区間下流
部沿川の平野は、地盤高
が重信川の計画高水位
より低く、はん濫区域に
は愛媛県の中核と
して人口・資産が集中し
ている松山都市圏主要
部を含み、破堤時に想定
される被害は甚大である。

重信川流域の諸元

重信川、石手川の堤防は概成しているが、中心市街地から近
い石手川に架かるＪＲ石手川橋梁が河川管理施設等構造令に適
合せず流下能力不足となっている。

また、重信川では、これまで継続的にさまざまな堤防強化、護
岸根固めの補強等を繰り返してきたが、最近でも洪水規模の大
小を問わず局所的な深掘れにより河岸・護岸崩壊等の災害が頻
発する状況にあり、予防的観点から更なる治水対策が必要であ
る。

日雨量 流量 日雨量 流量

mm/日 m
3/s mm/日 m

3/s

S18. 7.23 297
3,180
(推定)

306
770

(推定)
低気圧番号20

・土佐沖より北上した台風の進行速度は極めて遅く
　7月21日より24日に至る4日間豪雨が続き、松山
　(気)雨量は松山地方の年平均雨量の約5ヶ月に相
　当する540mmの雨量となり、観測史上最大洪水と
　なった
・堤防決壊徳丸外7箇所、耕地流失埋没約1,730ha、
　家屋浸水約12,500戸、その他、道路、鉄道等の
　被害甚大

S20.10. 9 140
1,040
(推定)

153
250

(推定)
低気圧番号4

阿久根
あ く ね

台風

・S20年9月枕崎台風に続き、本台風が松山通過
・前台風で緩んでいた堤防は各所で決壊
・耕地流失埋没約720ha、浸水家屋約11,200戸

S45. 8.21 125 1,400 140 330 台風10号 ・浸水家屋等248戸

S49. 9. 1 148 1,000 169 120 台風16号 ・浸水家屋等135戸

S51. 9.11 162 1,210 136 170 台風17号 ・浸水家屋等209戸

S54. 6.30 134 970 161 370 梅雨前線
・石手川筋の橋梁の損壊等の被害を生じた
・浸水家屋等1,086戸

S62.10.17 178 1,040 245 210 台風19号 ・浸水面積900ha

H元. 9.19 86 1,120 72 70 台風22号 ・浸水家屋等1戸

H 5. 9. 4 144 930 119 100 台風13号 ・浸水家屋等1戸

H 7. 7. 4 173 930 173 150 梅雨前線 ・浸水家屋等6戸

H 8. 7.19 148 1,250 161 290 台風6号 ・浸水家屋等5戸

H10.10.17 175 1,990 178 330 台風10号
・浸水面積11ha、浸水家屋107戸、家畜被害、
　公共施設被害等

H11. 9.15 131 1,640 120 230 台風16号 ・土砂災害170戸、浸水家屋等32戸

H13. 6.18 229 2,240 239 260 梅雨前線
・出合地点流量は戦後最大を記録した
・浸水家屋等443戸

H16.10.20 137 1,154 116 174 台風23号 ・浸水被害74戸

H22. 7.12 163 967 163 143 梅雨前線 ・浸水被害84戸、土砂災害(愚陀佛庵崩壊)

H23. 9.20 144 1,117 127 125 台風15号 ・被害なし

H25. 9. 4 117 1,381 91 155 台風17号 ・床下浸水12戸

H26. 8.10 84 824 83 123 台風11号 ・被害なし

H29. 9.17 221 2,500 203 196 台風18号
・水害区域面積14ha、被災家屋等535戸
（流域関連市町）

H30. 7. 7 196 1,390 266 326 梅雨前線 ・被害なし

H30. 9.30 150 1,569 140 184 台風24号
・水害区域面積0.01ha、被災家屋等1戸
（流域関連市町）

R2. 7. 7 141 1,540 156 230 梅雨前線 ・被害なし

R5. 6.29 199 1,559 236 475 梅雨前線 ・被害なし

洪水名

出合
であい

地点 湯渡
ゆわたり

地点

気象要因 洪　水　状　況　・　被　害　状　況
1)



重信川直轄河川改修事業の概要
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◼ 平成18年4月に河川整備基本方針が策定され、続いて平成20年8月には河川整備計画が策定された。
◼ 重信川には、主に急流河川で用いられる歴史的な治水方式である霞堤が9 箇所あり、整備計画目標流量が流下した場合に、霞堤の開口部からの

はん濫により家屋の床上浸水が発生する恐れがある井門霞堤の整備を優先的に実施する。
◼ 石手川で流下能力不足箇所となっているＪＲ石手川橋梁の改築及び周辺の弱小堤防補強対策を行う。
◼ 頻発する局所的な深掘れや堤防侵食に対する局所洗掘対策や堤防漏水対策、耐震対策といった必要な区間の質的整備などを計画的に実施する。

松山空港

JR予讃線

松山自動車道

河川名
基準

地点

基本高水のピ
ーク流量

（m3/s）

洪水調節施設

による調節流量

（m3/s）

河道への

配分流量

（m3/s）

重信川 出合
3,300
(2,500)

300
(0)

3,000
(2,500)

石手川 湯渡
770
(550)

220
(110)

550
(440)

重信川水系河川整備基本方針、河川整備計画諸元 重信川直轄河川改修事業諸元

主な評価対象事業位置図

・事業期間 平成20年度～令和19年度
・総事業費 約213億円
・主な工種
【重信川】局所洗掘対策、霞堤整備、堤防漏水対策、

危機管理対策
【石手川】橋梁の改築、弱小堤防の補強、堤防漏水対策、

危機管理対策

（ ）：河川整備計画目標流量



◼ 重信川は、氾濫域内に松山市街や世界的企業を抱え、破堤時の想定被害が甚大になることが想定される。
◼ 氾濫域には松山空港、松山港、JR予讃線、松山自動車道等が整備され、交通の要衝となっている。
◼ 流域関係市町の人口、工業製品出荷額、従業員数等は近年横ばいである。
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●重信川流域の総人口等の経年変化

流域関係市町の人口・世帯数の推移
流域関係市町の事業所・従業者数の推移

流域関係市町の製造品出荷額の推移

流域関係市町で製造されている主な製品

主な製品 特 徴

炭素繊維
（ゴルフクラブのシャフト、

テニスラケットのフレーム、
飛行機の機体等）

世界有数のシェア

アミラド繊維
（航空機部材・防弾服）

世界有数のシェア

 

（出典）工業統計調査

統計値のないH27はH26年値を使用

河川整備計画策定以降

河川整備計画策定以降

河川整備計画策定以降

（出典）国勢調査

（出典）～H22：工業統計調査

H27～：経済センサスー活動調査（製造業）

※流域関係市町：松山市、東温市、伊予市、松前町、砥部町

事業を巡る社会情勢等の変化（地域開発の状況）



事業を巡る社会経済情勢等の変化（平成29年9月台風18号①）
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(m

)

氾濫危険水位5.10m

避難判断水位4.60m

（参考）計画高水位5.94m

出合基準地点状況
（平成29年9月18日19時頃）

緊急速報メール
（H29.5.1より運用開始）

で あ い

重信川の出水状況

出合基準地点・観測水位 上位10洪水重信川流域の降雨状況
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289
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■台風第18号の影響により問屋雨量観測所（東温市）では、平成29年9月17日11時から21時迄に累加雨量289mmを
観測し、出合基準観測所（愛媛県松前町）では、氾濫危険水位を超過し、戦後最高の水位となる5.65mを記録。

■氾濫危険水位を超過することが予測されたため、事務所長→松山市長（代理：危機管理担当部長）、松前町長へ
ホットラインを実施し情報を詳しく伝達。

■氾濫危険水位を超過し、緊急速報メールにより氾濫危険情報を３市２町の住民等に配信。（プッシュ型配信）

と い や

重信川

堤防の被災



事業を巡る社会経済情勢等の変化（平成29年9月台風18号②）
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漏水（1箇所）

【高潮左岸箇所】 【垣生箇所】

裏法すべり（2箇所）
【写真①】右岸2k400+100付近

（L=約110m）
漏水（1箇所）

漏水（5箇所）

【松前箇所】 【中川原箇所】

漏水（5箇所）
【写真②】左岸3k600+１60付近

【久谷箇所】 【拝志箇所】

低水護岸崩壊（1箇所）
左岸13k700付近 （L=約100m）

護岸崩壊（1箇所）
左岸15k000付近 （L=約110m）

法面崩壊（１箇所）
左岸15k300付近 （L=約80m）

【写真①】

【写真②】

被災箇所数 17箇所
漏水 ： 14箇所
崩壊 ： 3箇所

【写真①】

【写真②】

被災時 対策完了

被災時 対策完了

■平成29年9月洪水では、重信川出合基準点で戦後最高水位を記録。堤防整備の効果により氾濫による浸水被害は発
生しなかったものの、至るところで堤防漏水や局所的な深掘れによる護岸崩壊等が発生したところである。

■被災箇所における発生要因の把握等を行うため「重信川堤防調査委員会」を設立。



事業を巡る社会経済情勢等の変化（令和2年7月豪雨）
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■令和２年7月豪雨により、7月6日に日雨量173mm・連続雨量384mmを観測。
■重信川の出合水位観測所では、はん濫注意水位（3.00m）を超えてさらに上昇し、4.57mを観測。
■重信川の北川原地区（松前町）で漏水、古川南地区（松山市）で局所的な深掘れによる護岸崩壊が発生。

× ×重信川出合水位観測所
（3k2）

重信川右岸6k200+69～6k200+118

松山市古川南地先
護岸崩壊 Ｌ＝49m

重信川

重信川左岸1k000+183～1k200+80

松前町北川原地先
堤防漏水 Ｌ＝100m

「この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の2万5千分の1地形図を複製したものである。（承認番号 平29情複、第396号）」
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重信川水系 重信川 出合観測所水位（表川雨量観測所）
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重信川水系 石手川 湯渡観測所水位（恩地雨量観測所）

出合基準地点の状況（7月1日7時頃）

重信川

石手川・湯渡基準地点の最高水位

石手川

湯渡基準地点下流 湯渡橋より（7月1日7時頃）

最高水位 7/1 6:00
4.42m

6/30 7/1

6/30 7/1

最高水位 7/1 5:10
6.16m

事業を巡る社会経済情勢等の変化（令和5年6月29日からの大雨 ）

■重信川流域では表川雨量観測所で242mm（30日6時から1日16時の累加雨量）、石手川流域では恩地雨量観測所
で301mm （30日5時から1日14時の累加雨量）の雨量を観測。

■重信川・出合基準地点では、7月1日6時00分に避難判断水位（4.60ｍ）に迫る4.42mを観測した。
■石手川・湯渡基準地点では、7月1日5時10分に観測史上最高水位となる6.16mを観測し、氾濫危険水位（6.10m）を超過。
■石手川ダムでは、観測史上最大の流入量264m3/sと放流量261m3/sを記録。

避難判断水位 5.30m

※令和6年5月24日に避難判断水位を5.50mから5.30mに変更 9



事業を巡る社会経済情勢等の変化（地域の協力体制）

10

■沿川自治体による「重信川・石手川治水同盟会」から毎年要望を受けており、治水対策の推進が強く望まれている。



事業の進捗状況

11

■量的対策のうち、JR橋梁改築及び霞堤整備は平成29年度までに完了し、局所洗掘対策は令和２年度に完了した。
■堤防漏水対策については、「重信川堤防調査委員会」による検討の結果、対策が必要となった区間において、今後
も引き続き整備を進める。

※重信川は高透水性地盤が特徴であることから、出水毎の
堤防状態等を踏まえて、安全性の再評価等を実施する。

凡例

： JR橋梁改築及び堤防補強（完了）
：霞堤整備（完了）
：局所洗堀対策（完了）
：堤防漏水対策（完了）
：堤防漏水対策（当面対策）
：堤防漏水対策（当面対策以降）JR橋梁改築及び

堤防補強

霞堤整備



当面の対策の概要

12

◼ 当面の対策期間（令和８年度～令和１４年度）では、被災ポテンシャルの高い、石手川合流点よりも
下流の右岸側及び砥部川合流点よりも下流の左岸側において、当該区間の堤防漏水対策を実施
し、堤防決壊に対する安全性の向上を図る。

◼ 以後の対策では、堤防調査委員会により対策が必要となった区間の整備を順次、実施する。

0 5km

大臣管理区間

大臣管理区間

松山市

松前町

砥部町

東温市

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の2万5千分の1地形図を複製したものである。（承認番号 平24四複、第68号）

砥部川

整備メニュー
当面の対策
(令和８年度
～令和14年度)

以後の対策
(令和15年度
～令和19年度)

堤防漏水対策

凡 例
：堤防漏水対策（当面対策）

：堤防漏水対策（以後の対策）



費用対効果分析について（考え方）

53戸56戸
490戸

費用の算定

④便 益
・河川事業による氾濫

被害軽減の期待額

⑤治水施設
の残存価値

⑥総便益(B)の算出
（社会的割引率により現在価値化）

③総費用(C)の算出
（社会的割引率により現在価値化）

①事業費 ②維持管理費

便益の算定

費用対効果
・費用便益比(B/C) ※1
・純現在価値(B-C) ※2
・経済的内部収益率（EIRR） ※3 

便益の算定に使用した被害内容
■直接被害額の算定

・一般資産被害額
（家屋、家庭用品、事業所償却・在

庫資産、農漁家償却・在庫資産）
・農作物被害額
・公共土木施設等被害額

■間接被害額の算定
・営業停止損失
・家庭における応急対策費用
・行政応急対策費用
・事業所における応急対策費用

[費用]

①総事業費用から社会的割引率4%及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定。
②評価対象期間内(整備期間+50年間)での維持管理費を社会的割引率4%を用いて現在価値
化を行い算定。

[便益]

④事業完成後の年平均被害軽減期待額を算出し、評価対象期間(整備期間+50年間)を社会的
割引率4%を用いて現在価値化を行い算定。

⑤評価対象期間後(50年後)の施設及び土地の資産価値を現在価値化し算定。
※参考比較として社会的割引率1%及び2%を用いる。

[投資効率性の3つの指標]

※1:費用便益比(B/C)：単位投資額あたりの便益の大きさにより事業の都市効率性を比較で
きる指標。

※2:準現在価値(B-C)：事業の実施による準便益の大きさを比較できる指標。
※3:経済的内部収益率：社会的割引率との比較により事業の投資効率性を判断できる指標。 13



項目

今回評価

全体事業
（H20～R19）

当面事業
（R8～R14）

残事業
（R8～R19）

現在価値化 現在価値化 現在価値化

C
費
用

事業費 ①
224億円

（263億円）※2

34億円
（40億円）※2

53億円
（63億円）※2

維持管理費 ② 3億円 1億円 1億円

総費用 ③＝①+②
227億円

（266億円）※2

35億円
（41億円）※2

54億円
（64億円）※2

B
便
益

便益 ④ 1,167億円 893億円 1,167億円

残存価値 ⑤ 1億円 0.3億円 0.5億円

総便益 ⑥＝④+⑤ 1,168億円 893億円 1,167億円

費用便益比（CBR） B／C
5.1

（4.4）※2

25.7
（21.8）※2

21.6
（18.3）※2

純現在価値（NPV） B－C 941億円 858億円 1,113億円

経済的内部収益率（EIRR） 10.5％ 40.6％ 73.1％

※1：小数の関係で合計値が合わない場合がある
※2：（ ）は、事業費に工事諸費を含めた場合を併記

○ 事業全体に要する総費用（C）は約227億円であり、事業の実施による総便益（B）は約1,168億円。これを基に算出さ
れる費用便益比（B／C）は5.1となる。

○ 残事業に要する総費用（C）は約54億円であり、事業の実施による総便益（B）は約1,167億円。これを基に算出され
る費用便益比（B／C）は21.6となる。

費用対効果分析（全体事業・残事業・当面事業）

14
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JR石手川橋梁改築

漏水（上流左岸）

漏水（上流右岸）

漏水（下流左岸）

漏水（下流右岸）

便益現在価値(total)
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用

(C
)
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)

JR石手川橋梁改築（事業費）

漏水（上流右岸）（事業費）

漏水（上流左岸）（事業費）

漏水（下流右岸）（事業費）

漏水（下流左岸）（事業費）

井門霞整備（事業費）

危機管理型（事業費）

その他（事業費）

全体維持管理費

費用現在価値(total)

費用対効果分析グラフ（全体事業）

重信川直轄河川改修事業の費用対効果分析結果グラフ（全体事業）

漏水対策

（下流右岸）（R10）

今回再評価時
（基準年:R7年）

漏水対策

（下流左岸）（R14）

評価期間５０年（R２０～R６９）整備期間３０年（H２０～R１９）

（年）

漏水対策

（上流右岸）（R16）

15

漏水対策

（上流左岸）（R19）



項目 基本ケース

感度分析

残事業費 残工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

全体事業
（H20～R19）

総費用（C） 227億円 233億円 222億円 226億円 228億円 227億円 227億円

総便益（B） 1,168億円 1,168億円 1,168億円 1,123億円 1,163億円 1,278億円 1,058億円

費用便益比（B／C） 5.1 5.0 5.3 5.0 5.1 5.6 4.7

残事業
（R8～R19）

総費用（C） 54億円 59億円 49億円 53億円 55億円 54億円 54億円

総便益（B） 1,167億円 1,167億円 1,167億円 1,122億円 1,162億円 1,277億円 1,057億円

費用便益比（B／C） 21.6 19.7 24.0 21.2 21.1 23.7 19.6

[残事業費] ※1：残事業費について、毎年度の額を±10％変動する。維持管理費の変動は行わない。
[残工期] ※2：期間限定

＜+10％ケース＞残工期の10％を小数点第一位で四捨五入し、残工期に加算する。
＜-10％ケース＞残工期の10％を小数点第一位で四捨五入し、残工期に減算する。

※3：配分方法
基本ケースの各年度の事業費を変更したケースの年数で分割し、基本ケースの年数分を残工期の初年度から各年度に配分する。
残事業費の配分の変更に伴い発現する便益については、基本ケースと同様の考え方で計上する。

[資産] ※4：治水事業については、「治水経済マニュアル（案）」様式５における一般資産被害額、農作物被害額、公共土木等被害額を±10％し、被害額を算定する。

■費用便益分析（感度分析）

項目

今回評価 前回評価【参考】

前回評価との主な変更点
全体事業

（H20～R19）
全体事業

（H20～R19）

現在価値化 現在価値化

総費用（C） 227億円 191億円
・公共工事関連単価の変動
に伴う事業費の増加
・基準年の変更

総便益（B） 1,168億円 668億円
・資産額の更新
・基準年の変更

費用便益比
（B／C）

5.1 3.5
便益増により
B／Cが増加

項目

社会的割引率

基本ケース
（４％）

１％ ２％

総費用（C） 227億円 231億円 229億円

総便益（B） 1,168億円 2,667億円 1,973億円

費用便益比
（B／C）

5.1 11.6 8.6

■前回評価との比較 ■社会的割引率の変更による比較【参考】

費用対効果分析（感度分析・前回評価との比較・社会的割引率の変更による比較）
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公共工事関連単価の変動に伴う事業費の増加【約16億円】

17

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

労務単価（工事） 100.0 101.9 105.5 110.6 116.6 124.7

労務単価（委託） 100.0 101.8 105.2 112.1 117.9 125.8

資材費平均 100.0 101.9 103.4 114.0 120.7 122.7

機械経費平均 100.0 100.0 99.3 99.3 101.8 101.8

■前回再評価時点（令和2年度単価）以降の労務単価、資材費、機械経費の単価上昇を反映した。
■労務単価（工事）、労務単価（委託）、資材費については、前回再評価時（令和2年度単価）と比較し
て約2割増加。機械経費については概ね横ばいで推移している。



コスト縮減や代替案立案等の可能性

■透水性の高い基礎地盤からの漏水を防止するための対策工として、川表側に遮水矢板を打設するこ
とが標準的な工法である。重信川では、遮水矢板を着底させる難透水層が深い位置に堆積している
ため、コスト的に高額となる。

■川裏側での堤内基盤排水工法を採用することで、約１１億円（対策済区間：約6km）のコスト縮減を
図った。

■今後も引き続き、更なるコスト縮減に努める。

18堤内基盤排水工法 イメージ図遮水矢板 イメージ図

※対策延長10mあたりの事業費（土工を除く対策工費）

コスト縮減案の項目
事業費（百万円）

コスト縮減案前 コスト縮減案 縮減費

①堤内基盤排水工法の採用 5.2 3.3
1.9

(約37%縮減)



被害指標分析の実施（試行）

【貨幣換算が困難な効果等】
◼ 河川整備計画目標規模の洪水に対して、事業実施前には最大孤立者数（避難率40%）が約20,500

人、ライフラインの停止による波及被害の一つとして電力停止による影響人口が約17,000人と想定
されるが、事業実施によりこれらが解消される。

19

河川整備計画目標規模の洪水

事業実施後事業実施前

指標 事業実施前

浸水面積 約1,400ha

最
大
孤
立
者
数

避難率80% 約6,800人

避難率40% 約20,500人

避難率 0% 約34,100人

災害時要援護者数 約24,400人

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
停
止

に
よ
る
波
及
被
害

電力停止影響人口 約17,000人

ガス停止影響人口 約9,300人

通信(固定)停止影響人口 約23,500人

通信(携帯)停止影響人口 約20,200人

指標 事業実施後

浸水面積 14ha

最
大
孤
立
者
数

避難率80% 0人

避難率40% 0人

避難率 0% 0人

災害時要援護者数 0人

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
停
止

に
よ
る
波
及
被
害

電力停止影響人口 0人

ガス停止影響人口 0人

通信(固定)停止影響人口 0人

通信(携帯)停止影響人口 0人

整備計画に基づく事業

局所洗掘対策、霞堤整備、
堤防漏水対策 等



⑤対応方針（原案）
【継続】
・事業の必要性、重要性は変わらないため。

①事業の必要性等に関する視点
1)事業を巡る社会経済情勢等の変化
・重信川は、氾濫域内に松山市街や世界的企業を抱え、破堤時の想定被害が甚大になることが想定される。
・また、氾濫域には松山空港、松山港、JR予讃線、松山自動車道等が整備され、交通の要衝となっている。
・平成29年9月洪水や令和2年7月洪水では、局所的な深掘れによる護岸崩壊が発生。H29年9月洪水では漏水被害
が多数の箇所で発生しており、漏水対策が必要。

・流域関係市町の人口、工業製品出荷額、従業員等は近年横ばい。
・自治体等から治水事業の推進の要望あり。

2)事業の投資効果
・費用便益比（Ｂ／Ｃ） ［事業全体］５．１ ［残事業］２１．６

3)事業の進捗状況
・平成18年4月河川整備基本方針策定、平成20年8月河川整備計画策定
・量的対策である橋梁改築等は平成29年度までに完了。局所洗掘対策においても令和２年度に完了。

対応方針（原案）
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②事業進捗の見込みに関する視点
・令和14年度までの当面の対策では、堤防漏水対策として被害ポテンシャルの高い下流右岸及び下流左岸を優先区
間として整備。

・その他区間も順次、整備することで安全性の向上を図る。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
・堤防漏水対策の検討にあたっては、設計段階で複数案の比較を行い、川裏側での堤内基盤排水工法を採用すること
でコスト縮減を図っており、引き続き、更なるコスト縮減に努める。

④地方公共団体等の意見（愛媛県知事意見）
・再評価に係る「対応方針（原案）」案については異議ありません。
・重信川直轄河川改修事業の継続にあたっては、引き続き、徹底的なコスト縮減に努めるとともに、効果の早期発現
を図るようお願いします。


